
◎独立行政法人環境再生保全機構法 
（平成一五年五月一六日法律第四三号）   

一、提案理由（平成一五年三月二五日・衆議院環境委員会） 

○鈴木国務大臣 ただいま議題となりました独立行政法人環境再生保全機構法案及び日

本環境安全事業株式会社法案につきまして、その提案の理由及び主な内容を御説明申し

上げます。 

 まず初めに、独立行政法人環境再生保全機構法案について御説明申し上げます。 

 環境省所管の特殊法人である公害健康被害補償予防協会及び環境事業団につきまして

は、特殊法人等改革基本法及び特殊法人等整理合理化計画に基づき、所要の業務、組織

の見直しを行うこととしております。この法律案は、その一環として、公害健康被害補

償予防協会が行っている公害健康被害の補償等の業務、環境事業団が行っている地球環

境基金による民間団体への助成等の業務について、これらの業務の公正かつ確実な実施

を期するため、独立行政法人通則法に基づいて独立行政法人環境再生保全機構を設立し、

これらの業務を行わせることとするものであります。 

 次に、この法律案の主な内容について御説明申し上げます。 

 第一に、本独立行政法人の名称、目的及び業務の内容であります。本独立行政法人は、

名称を独立行政法人環境再生保全機構とすることとし、公害に係る健康被害の補償及び

予防、民間団体が行う環境の保全に関する活動の支援、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処

理の円滑な実施の支援、最終処分場の維持管理積立金の管理等の業務を行うこととし、

これらの業務を行うことにより、良好な環境の創出その他の環境の保全を図り、もって

現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに人類の福祉に貢献

することを目的とすることとしております。 

 第二に、本独立行政法人の資本金、役員及び職員、公害健康被害予防基金、地球環境

基金等の設置及び運用、本独立行政法人に係る主務大臣等、法人の財務及び運営に関す

る事項を定めることとしております。 

 第三に、公害健康被害補償予防協会及び環境事業団の解散、本独立行政法人の設立に

当たっての経過措置、本独立行政法人が行う業務の特例等につき所要の規定を置くこと

としております。 

 なお、本独立行政法人は、平成十六年四月一日に設立することとしております。 

……………（略）…………… 

 以上が、独立行政法人環境再生保全機構法案及び日本環境安全事業株式会社法案の提

案の理由及び主な内容であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院環境委員長報告（平成一五年四月二二日） 

○松本龍君 ただいま議題となりました両法律案について、環境委員会における審査の

経過及び結果を御報告申し上げます。 



 まず、独立行政法人環境再生保全機構法案について申し上げます。 

 本案は、特殊法人等改革基本法に基づく特殊法人等整理合理化計画を実施するため、

公害健康被害補償予防協会及び環境事業団を解散して、公害健康被害の補償及び予防、

民間団体が行う環境保全活動の支援等の業務を行う独立行政法人環境再生保全機構を設

立することとし、機構の資本金、役員及び職員、公害健康被害予防基金、地球環境基金

の設置及び運用等に関する事項を定めようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会においては、両案を一括して審査に付し、去る三月二十五日鈴木環境大臣から

提案理由の説明を聴取した後、四月十八日質疑を行い、討論、採決の結果、両案はいず

れも賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決まりました。 

 なお、両案に対しそれぞれ附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年四月一八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一 公害健康被害補償予防協会及び環境事業団の環境再生保全機構への移行に当たって

は、自律的、効率的に運営を行うという独立行政法人制度の趣旨が充分発揮されるよ

う、同機構の組織・体制及び事業の決定等について、適切な指導等を行うこと。 

二 環境保全活動を行う民間団体における地球環境基金事業の重要性にかんがみ、同基

金の充実・確保に努めること。また、支援基準の明確化を図るとともに、支援状況に

ついて情報公開を積極的に行い、支援業務の透明性を確保すること。 

三 環境事業団から環境再生保全機構へ移行される延滞債権の回収・処理を推進すると

ともに、経営の合理化、効率化及び経費の削減に努めるよう適切な指導等を行うこと。 

四 環境再生保全機構への移行に当たっては、公害健康被害補償予防協会及び環境事業

団の職員の雇用の安定を含めた良好な労働関係に配意すること。 

五 ポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という。）廃棄物の確実な処理に必要な費用

を確保するため、ＰＣＢ廃棄物処理基金の着実な造成に向けて、ＰＣＢ製造業者等に

対する出えん要請を引き続き行っていくこと。 

六 健康被害予防事業については、地方公共団体の要望を踏まえ、適切かつ効果的に実

施すること。 

七 独立行政法人の長の選任においては、当該分野に造詣の深い適切な人材を広く内外

から起用するよう充分配慮すること。その他の役員の選任についても同様とすること。 

三、参議院環境委員長報告（平成一五年五月九日） 

○海野徹君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、環境委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 両法律案は、いずれも特殊法人等改革基本法に基づく特殊法人等整理合理化計画を実

施するため提出されたものであります。 



 まず、独立行政法人環境再生保全機構法案は、公害健康被害補償予防協会及び環境事

業団を解散して独立行政法人環境再生保全機構を設立することとし、その名称、目的、

業務の範囲等に関する事項を定めようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、新法人設立の意義、環境事業

団の不良債権回収の見通し、特殊会社にＰＣＢ廃棄物処理を行わせることの是非等につ

いて質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終了し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して岩佐委員から両法律

案に反対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終わり、順次採決の結果、両法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決す

べきものと決定いたしました。 

 なお、両法律案に対しそれぞれ附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年五月八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一、公害健康被害補償予防協会及び環境事業団の環境再生保全機構への移行に当たって

は、自律的、効率的に運営を行うという独立行政法人制度の趣旨が十分発揮されるよ

う、本法の趣旨を徹底し、その運用に万全を期すこと。 

二、環境再生保全機構への移行後においても、事務・事業や組織の見直しを行い、法人

運営の一層の合理化、効率化と経費の削減に努めること。また、同機構に引き継がれ

る環境事業団の延滞債権については、透明性を確保しつつ、迅速な回収・処理に全力

を挙げること。 

三、環境再生保全機構の業務の実績に関する評価が、専門性及び実践的な知見を踏まえ、

客観的かつ中立公正に行われるようにするため、中期目標の設定、評価基準の作成、

評価委員会の委員の選任等に十分配慮するとともに、環境省設置の評価委員会と総務

省設置の政策評価・独立行政法人評価委員会の連携の強化に努めること。 

四、環境再生保全機構の理事長その他の役員の選任においては、当該分野に識見を有す

る適切な人材を広く内外から起用するよう十分配慮すること。 

五、環境再生保全機構の役員の報酬及び退職手当については、独立行政法人通則法の趣

旨を踏まえ、法人及び役員の業務の実績を的確かつ厳格に反映させること。また、環

境大臣は、同機構の役員の報酬及び退職手当の水準を国家公務員及び他の独立行政法

人の役員と比較できる形で分かりやすく公表し、国民の理解を得るよう努めること。 

六、環境再生保全機構への移行に当たっては、これまで維持されてきた特殊法人の職員

との雇用の安定を含む良好な労働関係に配慮するとともに、移行後の法人運営に当た

っては職員が安心して業務に邁進できるよう努めること。 

七、公害健康被害予防事業については、地域のニーズ、被認定者の要望等を踏まえた上



で、適切かつ効率的な実施に努めること。 

八、地球環境基金事業については、環境ＮＧＯ等の極めて重要な活動基盤となっている

ことから、引き続き同基金の確保・拡充に努めること。また、環境再生保全機構によ

る助成計画や事業の評価基準の策定においては、ＮＧＯ等の代表者の参加を得た第三

者機関を設置し、助成を受けるＮＧＯ等の意見を十分反映できるようなものとするこ

と。 

九、ＰＣＢ廃棄物の確実な処理に必要な費用を確保するため、ＰＣＢ廃棄物処理基金の

着実な造成に向けて、ＰＣＢ製造業者等に対する出えん要請を引き続き行っていくこ

と。 

 右決議する。 


